
収支計算書

指定管理期間

指定管理費収入総合計額(円)

指定管理費支出総合計額(円)

令和6年4月1 R～令和11年3月31 n

363.480.000

363.480.000

指定管理費市提示の上限額(円) 365,330,000

令和6年4月1口 から令和7年3月31Uまで
(単位:円)

科 目 金 、小計合計
1.収入の部

指定管理費 71,480,000 71,480,000
利用料収入(利用料余制の場合)

2. 出の部
人件資
給与
法定福利費
福利厚生費

事務費(需用費)
消耗品費
食料費
通イF:運搬費
採用・研修費
光熱水費

管理費
保守管理費等
保険料
-般管理費
租税公課
雑費

維持修繕費

備品購入費

収入計 71,480,000

出訃
科uは, 必要にムビじて’宜し加・削/、してください。
-股管理費, 粧税公課は別に算定板拠をボしてくださレ、。

71,480,000



収支計算書

指定管理期間

指定管理費収入総合計額(円)

指定管理費支出総合計額(円)

令和6年4月1日～令和11年3月31n

363,480,000

363,480,000

指定管理費ボ提示の上限額(円) 365,330,000

令和7年4月1ロカ、ら令和8年3月31Uまで
(藥位:円)

科 目 金’ 小計 A 計
].収入の部

指定管理費 71,500,000 71,500,000
利用料収入(利用料余制の場合)

2. 出の部
人件費
給与

法定福利費
福利厚生費

事務費(需用費)
消耗品費
食料費
通イF;運搬費
採用・研修費
光熱水費

管理費
保守管理費等
保険料
i般管理費
租税公課
雜費

維持修繕費

備品購入費

収入許 71,500,000

支出計
科uは, 必要にルじて適宜追加.削除してください。
-般管理費, 粧税公課は別に算定根拠を示してくださレ、e

71,500,000



指定管理期間

指定管理費収入総合計額(円)

指定管理費支出総合計額(円)

令和6年4月1日～令和11年3月31日

363,480,000

363,480,000

指定管理費市提示の上限額(円) 365.330.000

令和8年ん月1口

科 目
1.収入の部
指定管理費
禾Ij用料収入(利用料余制の場合)

から令和9年3月31口まで

金額小計

72,450,000 72,450,000

(単位:円)
合計

2. 出の部
人件費
給与
法定福利費
福利厚生費

事務費(需用費)
消耗品費
食料費
通イF:運搬費
採用・研修費
光熱水費

管理費
保守管理費等
保険料
-般管理費
租税公課
雑費

維持修繕費

備品購入費

収入計 72,450,000

出計

科し；は, 必要にムと:じて’宜し力U .削おしてくださレ\
-般管理費, 租税公課は別に算定根拠を示してくださレ、。

72,450,000



収支計算書

指定管理期間

指定管理費収入総合計額(円)

指定管理費支出総合計額(円)

令和6年4月1日～令和11年3月31日

363,480.000

363.480.000

指定管理費ポ提示の上限額(円) 365.330.000

令和9年4月1口

科 目
1.収入の部
指定骨理費
利用料収入(利用料余制の場合)

から令和10年3月31qまで

金 小計

73,550,000 73,550,000

(単位:円)
合計

2. 出の部
人件資
給与.
法定福利費
福利厚生費

事務費(需用費)
消耗品費
食料費
通イB-運搬費
採用・研修費
光熱水費

管理費
保守管理費等
保険料
-般管理費
租税公課
雑費

維持修繕費

備品購入費.

収入計 73,550,000

出計
科uは, 必要に応じて適宜レ加’削/、してください。
-般管理費, 租税公課は別に算定板拠を示してくださレ、。

73,550,000



収支計算書

指定管理期間

指定管理費収入総合計額(円)

指定管理費支出総合計額(円)

令和6年4月1日～令和11年3月31 Fl

363,480,000

363,480,000

指定管理費市提示の上限額(円) 365.330,000

令和10年4月1U

科 目
1.収入の部
指定管理費
利用料収入(利用料余制の場合)

から令和il年3月31口まで

金 小計

74,500,000 74,500,000

(単位:円)
合計

2. 出の部
人件資
給与
法定福利費
福利厚生資

事務費(需用費)
消耗品費
食料費
通イド運搬費
採用・研修費
光熱水費

管理費
保守管理費等
保険料
-般管理費
租税公課
雑費

維持修繕費

備品購入費

収入計 7も500,000

出計
科Liは, 必要に応じて’宜レ加.削おしてくださレ、。
‘般管理費, 租税公課は別に算定根拠を承してくださレ、。

7も500,000



収支計算書別添

【一般管理費(本社経費), 租税公課の算定根拠】

※本社経費, 租税公課の科A内訳も記載すること

【記入例】

当該施設経費

他施設1経費

他施設2経費

他施設3経費

他施設4経費

本社経費

総額

(内訳)人件費, 採用費,

(算定)

.按分率：当該施設経費20, 000,000円/ (総額105, 000,000円-本社経費5, 000,000円)

.ミ該施設の木杜経費：5,000,000 HXO. 2=1,000, ooo n

20,000,000円

18,000,000円

2も000,000円

2も000,000円

1も000, ooo n

5, 000,000円

105,000,000円

研修費, 租税公課, 滅価償却費, 広告費を計上。

0.2


